











































































は日本と朝鮮で用いられていた面積の単位である。1 町＝ 10 反、1 反＝
10 畝、１畝＝ 30 歩、1 歩＝ 1 坪で、1 町は約 99.174a（0.99174ha）に相
当する。また台湾で使用された面積の単位は甲で、1 甲＝ 0.978 町歩（9
反 7 畝 24 歩）である。本稿では台湾の統計に関して、農家 1 戸当たりの
平均耕地面積をみる場合のみ甲を町歩に換算するが、それ以外は甲の単
位をそのまま用いることにする。また石は日本や朝鮮、台湾で用いられ
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Ⅰ　耕地面積・小作地率の推移　
（1）　耕地面積の推移
　表１によれば、日本における耕地面積は 1920 ～ 1922 年平均の 609.1
万町歩から 1938 ～ 1940 年平均の 601.8 万町歩へと 7.3 万町歩減少してい
る（1.2％減）。この間に田は15.8 万町歩増（5.2％増）であったのに対し（304.3




　また表 2 によれば、台湾の耕地面積は同期間に 77.4 万甲から 88.6 万甲
へと 11.2 万甲増加した（14.4％増）。このうち田は 37.7 万甲から 54.4 万甲
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ける耕地面積は 1920 ～ 1922 年平
均の 432.1 万町歩から 1938 ～ 1940
年平均の 444.1 万町歩へと 12.0 万
町歩増となった（2.8％増）。畓（田）
の耕地面積はほぼ一貫して増加し、
同期間に 154.4 万町歩から 172.8 万
町歩へと 18.4 万町歩増えたのに対
し（11.9％増）、田（畑）は 277.6 万


















みると、台湾では 1920 ～ 1922 年平均の 12.4％（うち田は 12.1％、畑は











　日本の場合（表 1 参照）、1918 年
以降田畑合計で小作地率は 46％台
が続き、1929 年と 1930 年の両年は
48％台に上昇したものの、それ以後
は減少に転じて 1942 年には 46.2％
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となっている。田の小作地率は 51 ～ 53％台で畑に比べて相対的に高く、
しかもやや上昇傾向にある。畑は 1930 年の 41.2％をピークにほぼ減少に
転じている。小作地率の変動は相対的に緩やかである。
　また台湾の場合（表 4 参照）、全耕地で小作地率は 1927 年 56.3％、





重の最高と最低の差は田が 4.9 ポイント、畑が 4.5 ポイントあり、日本と
比べて小作地率の変動が激しい。
　朝鮮では（表 3 参照）、畓（田）・田（畑）合計の小作地率は 1926 年ま
では 50％台でほとんど変化していないが、1927 年に対前年比 1.8 ポイン
ト増の 52.5％に上昇して以後は増加傾向を示し、1942 年には 58.5％に達
している。そのうち畓（田）の小作地率は当初から高いが（1918 年は
64.6％）、1921 年の 63.9％まで減少したのちに再び増加に転じ（ただし、
1927 年は面積・比率とも大きく減少）、そして 1936 年にピークの 68.1％
に達して以後はほぼ横ばいとなっている。それに対して田（畑）の小作
地率は相対的に低く、しかも 1926 年までは 42％台でそれほど大きな変
動はないが、1927 年に対前年比 4.0 ポイント増の 46.7％になって以後は














率の格差は朝鮮のほうが高かったが（1918 年で日本が 11.0 ポイントの差、
朝鮮が 22.0 ポイントの差）、その後は格差は縮まってきている（1942 年





日本では 1922 ～ 1924 年平均の 544.2 万戸から 1938 ～ 1940 年平均の
540.7 万戸へと 3.5 万戸減少している（0.6％減）。それに対して、表 6 に
よれば台湾は同期間に 38.8 万戸から
42.8 万戸へと 4.0 万戸増（10.2％増）、
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する傾向にあるといえよう。台湾・朝鮮と比較可能な 1922 ～ 1940 年間
において比重が最も高い年と最も低い年の差をみると、自作農が 0.6 ポイ
ント（最も高い年が 1928 年で 30.8％、最も低い年が 1938 年で 30.2％）、
自小作農が 2.0 ポイント（それぞれ 1938 年 43.1％、1922 年 41.1％）、小
作農が 1.6 ポイント（それぞれ 1922 年 28.3％、1938 年 26.8％）にとどまっ




と同じ変化がみられる。ただし、1922 ～ 1940 年間において比重が最も
高い年と最も低い年の差をみると、自作農が 4.1 ポイント（最も高い年が
1932 年で 32.7%、最も低い年が 1931 年で 28.7％）、自小作農が 3.0 ポイン
ト（それぞれ 1938 年 31.9％、1922 年 28.9％）、小作農が 5.0 ポイント（そ
れぞれ 1923 年 41.0％、1939 年 36.0％）で、日本よりも変動幅が大きい。
なお 1922 ～ 1940 年単純平均で自作農の比重は 30.4％、自小作農は
30.6％、小作農は 39.1％であった（3）。小作農が最も多いが、それでも
40％を割っている。自作農と自小作農はほぼ拮抗している。日本と対比




23.1％をピークに 1932 年には 19.3％まで低下している。1922 年から 1932
年にかけて自作農は 3.6 ポイント減、自小作農は 9.9 ポイント減、小作農
は 13.4 ポイント増であった。なお 1922 ～ 1940 年単純平均で自作農の比
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重は 20.6％、自小作農は 29.6％、小作農は 49.8％であった（日本と対比
すると小作農の比重が 20 ポイント以上高く、逆に自作農と自小作農の比
重はそれぞれ 10 ポイントほど低い。台湾と対比しても自小作農の比重は
ほぼ同じであるが、自作農は 10 ポイントほど低く、小作農の比重が 10
ポイントほど高くなっている）。小作農がほぼ半分を占め最も多い。しか











そして田畑合計では 1922 年をピークに減少し、また 1930 年をボトムに
再び増加する傾向にあるが、それほど大きな変動を示してはいない（最
も多かった 1922 年 1.120 町歩と最も少なかった 1930 年 1.063 町歩との差
はわずか 0.057 町歩にすぎない）。
　台湾の場合も（表 9 参照）、農家 1 戸当たりの耕地面積は田が増加傾向、
畑が減少傾向にある。田畑合計では増加と減少を繰り返しているが、そ
れほど大きな変動を示していない（単純平均でみると前半期の 1922 ～
1931 年 1.985 町歩から後半期の 1932 ～ 1941 年 2.015 町歩へとわずかに
増えている）。最も多かった年 1938 年 2.037 町歩と最も少なかった年
1923 年 1.952 町歩との差は 0.085 町歩であった。





田（畑）合計で 1918 ～ 1920 年 1.626 町歩（うち畓（田）0.580 町歩、田（畑）
1.046 町歩）から 1940 ～ 1942 年 1.522 町歩（うち畓（田）0.599 町歩、田






　ここで 3 地域が比較可能な 1922 ～ 1940 年の単純平均でみると、日本
の農家 1 戸当たりの耕地面積は 1.093 町歩（うち自作地 0.582 町歩、小作
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地 0.511 町歩）で、そのうち田は 0.578 町歩（うち自作地 0.275 町歩、小
作地 0.302 町歩）、畑は 0.515 町歩（うち自作地 0.306 町歩、小作地 0.209
町歩）であった。それに対して台湾は 2.001町歩（うち田1.066 町歩、畑 0.935
町歩）、朝鮮は 1.574 町歩（うち自作地 0.710 町歩、小作地 0.864 町歩）で、
そのうち畓（田）0.585 町歩（うち自作地 0.196 町歩、小作地 0.389 町歩）、
田（畑）0.989 町歩（うち自作地 0.514 町歩、小作地 0.475 町歩）であった。
農家1戸当たりの耕地面積では台湾が最も多く、日本の1.83倍（うち田1.84
倍、畑 1.82 倍）もある。また朝鮮の農家 1 戸当たりの耕地面積は日本の 1.44
倍（うち自作地 1.22 倍、小作地 1.69 倍）で、うち田は 1.01 倍（自作地 0.71




















35.8％、5 反～ 1 町歩未満層は 34.6％で 1 町歩未満層が全体の 70.4％を占
めている。先の表 8 によれば 1924 年の農家 1 戸当たりの耕地面積は 1.102
町歩であったから、全農家平均の耕地面積未満の農家が 70％強を占めて
いることになる。
　また、1938 年 9 月調査では 1924 年と対比すると 1 ～ 2 町歩未満層だ
けが増えて、他の経営規模層の比重はいずれも減少している。すなわち、
1 ～ 2 町歩未満層は 5.9 ポイント増えて 27.6％になったのに対して、5 反
未満層が 1.1 ポイント減の 34.7％、5 反～ 1 町歩未満層が 4.1 ポイント減
の 30.5％、2 ～ 3 町歩未満層が 0.1 ポイント減の 5.5％、3 町歩以上層が 0.7




最も規模の広い 3 町歩以上層の比重の減少分がすべて次の規模層の 2 ～
3 町歩未満層の増加分となったと仮定すると、同期間の 1 ～ 2 町歩未満
層の増加分 5.9 ポイントのうち前者（5 反～ 1 町歩未満層）の増加が 5.2
ポイント、後者（2 ～ 3 町歩未満層）の増加が 0.8 ポイントを占める。1
～ 2 町歩未満層の増加はとりわけ前者の増加によって引き起こされてい
ることになる。いわゆる「中農標準化」傾向である。ただし、1938 年 9
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月調査でも 5 反未満層が最も多く、かつ経営規模が大きくなるほど比重
は低下しており、典型的な「中農標準化」からは程遠いといえる。
　次に台湾についてみると（表 12 参照）、1920 ～ 1921 年調査では最も
経営規模の小さい 0.5 甲未満層が最も多くて 30.2％を占めている。次いで





　さらに 1939 年 4 月になると、全体的に経営面積の拡大傾向がみられる。






　ただし、先に 1922 ～ 1940 年平均の台湾農家 1 戸当たりの耕地面積が
2.001 町歩（約 2.046 甲）であることをみたが、それに満たない 2 甲未満
の農家が 1920 ～ 21 年には全体の 76.9％、また 1939 年 4 月でも全体の
71.9％も占めている点に留意する必要がある。
　朝鮮の場合は（表 13 参照）、1921 年 12 月調査時点では農家全体で 3
反～ 1 町歩未満層が最も多くて 35.0％を占め、次いで 1 ～ 3 町歩未満層
が 27.6％、3 反未満層が 25.8％、3 町歩以上層が 11.5％となっている。先
に表 10 でみた 1921 年における農家 1 戸当たりの平均耕地面積は畓（田）・
田（畑）合計で 1.601 町歩であったから、平均の 3 分の 2 以下しかない 1
町歩未満層が農家全体の 60.8％を占めていることになる。
　それが 1938 年 3 月調査では 1921 年 12 月と対比すると、3 反～ 1 町歩
未満層と 1 ～ 3 町歩未満層の比重が増加し（それぞれ 46.2％、30.6％）、
逆に 3 反未満層と 3 町歩以上層は減少している（それぞれ 17.0％、6.1％）。
最も経営面積の少ない層と最も多い層の比重が減少し、中間規模の層が
増加していることから、一見すると日本と同じような「中農標準化」傾
向を呈しているかのようにみえる。しかしながら、朝鮮では 1921 年 12
月時点で最大の比重を占めた 3 反～ 1 町歩未満層が 1938 年 3 月にはさら
に 11.2 ポイントも増やしていることから、朝鮮の農家の経営規模は 3 反
～ 1 町歩未満層に収斂するかのような現象を呈している。しかも当時の
平均耕地面積の 3 分の 2 以下しかない 1 町歩未満層の農家がさらに増え
て 63.2％を占めるようになっている。日本の場合は 1 町歩未満層の比重
が 1924 年の 70.4％から 1938 年 9 月には 65.2％へと 5.2 ポイント減少して
いるのとは対照的である。朝鮮では農民層は「中農標準化」傾向ではなく、
全般的に零細化傾向を示しているといってよいであろう。　





1927 年に戸数でピークを迎え、特に 1932 年に急減しているのに対して、
地主甲は逆に 1920 年以降増加し、特に 1932 年に急増している。このこ
とは耕作地主から不耕作地主に転じる地主層が多いことを物語っている。
特にそれが象徴的に表れた年は 1932 年であった。
　さらに表 3 と表７を比較対照すると、地主甲・乙は 1918 ～ 1920 年平
均で農家戸数 267.9 万戸のうちわずか 8.8 万戸、3.3％を占めるにすぎない
が、全耕地面積 432.9 万町歩のうち 218.6 万町歩、50.5％を所有し（畓（田）
面積 154.4 万町歩のうち 99.5 万町歩、64.5％、田（畑）面積 278.6 万町歩
のうち 119.1 万町歩、42.7％）、さらに 1930 ～ 1932 年平均では全農家戸
数（火田民を除く）285.5 万戸のうち 10.5 万戸、3.7％を占めるにすぎな
いが、全耕地面積 438.8 万町歩のうち 246.2 万町歩、56.1％を所有してい
ることになる（畓（田）面積 163.1 万町歩のうち 109.2 万町歩、66.9％、
田（畑）面積 275.7 万町歩のうち 137.0 万町歩、49.7％）。
　また朝鮮の場合は、1918 ～ 1932 年間の地主 1 戸当たりの耕地所有面
積を知ることができるが、表 3 と表 7 から算出した地主甲・乙 1 戸当た
りの耕地所有面積は 1918 ～ 1920 年平均で 24.9 町歩（畓（田）11.4 町歩、
田（畑）13.6 町歩）、1930 ～ 1932 年平均で 23.6 町歩（畓（田）10.4 町歩、
田（畑）13.1 町歩）であった。地主甲・乙 1 戸当たりの耕地所有面積は
1918 ～ 1920 年平均で農家 1 戸当たりの耕地面積の 14.5 倍（畓（田）19.7







ば 1918 ～ 1920 年平均で地主甲・乙 1 戸当たり 23.6 戸（自小作農 11.8 戸、




















対して自小作農では 1 ～ 2 町歩未満層が 36.3％で最も多く、次いで 5 反
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が、表 14 によれば 1938 年 9 月時点の北海道を除く日本の農家の耕地面
積は平均で 0.873 町歩で、そのうち小作農の耕地面積は 0.598 町歩で平均
の 68.5％、また自作農も 0.825 町歩で平均の 94.5％にとどまったが、自小







　なお、表 15 は 1938 年 9 月の日本の農家 1 戸当たりの階層別・経営規









　先にみた表 13 によれば、1921 年 12 月から 1938 年 3 月にかけて小作
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農の比重は 39.8％から 52.7％へ増え（12.9 ポイント増）、逆に自小作農は
37.5％から 28.4％へ、また自作農も 22.6％から 18.9％へと減少している（そ
れぞれ 9.1 ポイント減、3.7 ポイント減）。
　また各農家階層は経営規模別ではいずれも 3 反未満層と 3 町歩以上層
の比重を減らし、逆に 3 反～ 1 町歩未満層と 1 ～ 3 町歩未満層の比重を
増加させている。先の仮定と同じく、耕作規模の最も狭い 5 反未満層の
比重の減少分がすべて次の規模層の 5 反～１町歩未満層の増加分となり、
また最も規模の広い 3 町歩以上層の比重の減少分がすべて 2 ～ 3 町歩未
満層の増加分となったとみなすならば、3 反～ 1 町歩層の増加分（自作
農 6.8 ポイント、自小作農 10.4 ポイント、小作農 12.8 ポイント）は基本
的に 3 反未満層が耕地面積を増やしたことによるものであった（計算上
は、自作農 6.3 ポイント、自小作農は 10.4 ポイント全部、小作農は 10.7
ポイントを占めている）。1 ～ 3 町歩未満層からは自作農が 0.5 ポイント、
小作農が 2.1 ポイント引き上げているにすぎない。
　また表 16 によれば、農家 1 戸当たり耕地面積は 1927 ～ 1929 年から
1936 ～ 1938 年にかけて 0.054 町歩減らしている。階層別では自小作農の
耕地面積は1936～1938年で2.414町歩と最も広く（全農家平均の1.56倍）、
次いで自作農で 1.839 町歩（同じく 1.19 倍）であった。小作農は 1.024 町
歩で最も狭く平均の 66.3％にすぎなかった。自小作農だけでなく自作農
も平均よりも耕地面積が多い点で日本とは異なる。先に日本では農家階




日本では 1.67 倍、朝鮮では 2.36 倍で、朝鮮のほうが格差が大きい。
　さらに朝鮮の全体的な傾向として、どの農民階層も耕地面積に占める
畓（田）の比重は小さく、1936 ～ 1938 年の全体平均で 38.4％、自作農






















1927 ～ 1929 年から 1936 ～ 1938 年にかけて小作地率は低下している。
　以下では、表 17 と表 18 を参照しながら各道の農民層分解の特徴につ
いて朝鮮全体とは対照的な側面を中心にをみていきたい。
（a）　全羅南道 
　1921 年 12 月時点では自小作農が 43.1％を占めて最も多く、次いで小作
農 34.3％、自作農 22.5％という構成であった。それが 1938 年 3 月には自
小作農が 14.9 ポイント減の 28.2％、小作農が 17.2 ポイント増の 51.5％と
なり順位の逆転が生じている。小作農の比重は 4 道中最も高くなってい
る。
　各農民階層とも 3 反～ 1 町歩未満層が最も多く、しかもその比重を上




なく、1 ～ 3 町歩未満層からの増加分
のほうが多い（全体では 1 ～ 3 町歩未
満層からが 10.2 ポイント、自小作農で
は 9.0 ポイント、小作農では 11.1 ポイ
ントと過半を占めている。なお、自作
農ではそれが 1.4 ポイントで、3 反未
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満からの 3.2 ポイントを下回っている）。また、1938 年 3 月には 1 町歩未
満層の比重は全体で 81.6％にまで増加し経営規模の零細性は際立ってい
る。小作農はさらに 88.4％にまで増加し 4 道中最も高かった。







その結果、自小作農は 1927 ～ 1929 年に平均耕地面積の 1.29 倍あったが、



















　1921 年 12 月時点で小作農はすでに
最も多く 48.0％を占め、自小作農が
36.7％でそれに次ぎ、自作農が 15.2％
で最も少なかった。それが 1938 年 3
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月段階では小作農の比重が 3.1 ポイント増の 51.1％へ、自小作農の比重が
2.9 ポイント減の 33.8％、自作農は変わらず 15.2％であった。この間の各
農民階層の比重の変化という点では 4 道中最も少ない。
　1 町歩未満層の比重はこの間に全体では 74.0％から 84.6％へと増加し、
全羅南道よりも経営規模は零細である。また農民階層別にみても、自作
農では 70.3％から 84.9％へ、自小作農では 73.8％から 80.4％へ、さらに
小作農では 75.4％から 87.3％へと増加し、どの農民階層も 80％を超える
に至っている。特に自作農の場合はこの間に 14.6 ポイントも増加してい
るが、この点は 1.4 ポイント増にとどまった全羅南道とは対照的である。
また各農民階層は 3 反～ 1 町歩未満層に集中する傾向にあるが、計算上
は自小作農を除いていずれも規模拡大による 3 反未満層からの移動より
も、規模縮小による移動のほうが高かった（例えば、全体では 3 反～ 1
町歩未満層の増加 19.2 ポイントのうち 1 ～ 3 町歩未満層からが 10.6 ポイ
ント、自作農では同じく増加 21.6 ポイントのうち 14.6 ポイント、小作農
では増加 18.7 ポイントのうち 11.9 ポイントが 1 ～ 3 町歩未満層からの移
動であった。なお、自小作農では 18.9 ポイント増のうち 3 反未満層から
が 12.3 ポイントを占めている）。
　農家1戸当たりの耕地面積は朝鮮全体の60～62％台にとどまっている。












間に 2.64 倍から 2.16 倍へと縮小している。
（c）　江原道
　各農民階層の比重は 1921 年時点では自小作農が最も多くて 40.4％を占
め、自作農が次いで多く 32.6％、小作農が最も少なくて 27.0％であった。
それが 1938 年 3 月では小作農が 18.0 ポイント増の 45.0％を占めて最も多
くなり、自小作農が 8.4 ポイント減の 32.0％でその次に多く、自作農が 9.6
ポイント減の 23.0％で最も少なくなった。自作農、自小作農ともに大きく
比重を減らしている点が他の道にはみられない特徴の 1 つとなっている。
また各農民階層ともこの間に 3 反～ 1 町歩層、1 ～ 3 町歩層の比重を増
やしているが（江原道全体では前者は 33.0％から 46.3％へ、後者は
31.6％から 35.6％へ）、増加の中心は朝鮮全体と同じく前者の 3 反～ 1 町
歩未満層となっている。先の仮定によれば、同期間における江原道全体
の 3 反～ 1 町歩未満層の比重の増加分 13.3 ポイントのうち 3 反未満から
が 8.0 ポイント、1 ～ 3 町歩未満層からが 5.3 ポイントを占め、3 反未満
層からの増加分のほうが多い。この点は全羅南道や慶尚南道とは異なっ
ている。なお、自作農と小作農は 3 反未満層からの増加分が圧倒的に多




　農家 1 戸当たりの耕地面積は 1927 ～ 1929 年平均で朝鮮全体よりも 1.11





第 16 巻 —— 29
自小作農の耕地面積はいずれも増加している。1927 ～ 1929 平均では小
作農の耕地面積は畓（田）・田（畑）とも自小作農の小作地面積よりも多
かったが、1936 ～ 1938 年平均では逆に少なくなっている。その結果、同
期間に自作農の耕地面積は平均耕地面積の 0.92 倍から 1.13 倍に、自小作
農は 1.24 倍から 1.51 倍に拡大しているのに対して、小作農の場合は
78.6％から 60.4％へとさらに縮小している。その結果、自小作農と小作農
の耕地面積の格差はこの間に 1.58 倍から 2.50 倍へと拡大している。
（d）　咸鏡南道
　各農民階層の比重は 1921 年 12 月で自作農が最も高く、自小作農がそ
れに次ぎ、小作農が最も少ない。1938 年 3 月でもその順位は変わってい
ない。この点が他の 3 道と大きく異なる。ただし、この間に自作農は
15.1 ポイント減らし、逆に小作農は 15.3 ポイント増やしているので、比
重の格差は縮小している。
　どの農民階層も 1921 年 12 月時点で 1 ～ 3 町歩の比重が最も高いが、
1938 年 3 月にはさらに比重を高めている。この点は他の 3 道とは異なる。
先の仮定に基づくと全体では同期間に 1 ～ 3 町歩層の増加 7.9 ポイント増
のうち、計算上は 3 町歩以上層からが 5.7 ポイントを占め、また自小作農
の増加 11.7 ポイントのうち 3 町歩以上層からが 6.9 ポイントを占めてい
るので、これら 1 ～ 3 町歩未満層の増加は基本的に規模縮小によって生
じていることになる。それに対して自作農では1～3町歩層の比重増加5.8
ポイントのうち 3 反～ 1 町歩層からが 3.9 ポイントを占め、同様に小作農
の場合は 12.1 ポイントのうち 3 反～ 1 町歩未満層からが 8.6 ポイント占
めており、これらは基本的に規模拡大によって 1 ～ 3 町歩層の比重が高
くなったことになる。
　農家 1 戸当たりの耕地面積は 1927 ～ 1929 年平均で朝鮮全体の 1.54 倍、




は 4 道中最も多く、畓（田）は 4 道中最も少ない。
　咸鏡南道全体では同期間に畓（田）面積の増加が田（畑）面積の減少
を上回ったために、畓（田）・田（畑）合計では面積は増えている。自作
農は畓（田）・田（畑）ともに増やした結果、1927 ～ 1929 年では全体平
均の 0.90 倍にとどまったが、1936 ～ 1938 年には全体平均の 1.12 倍となっ
た。自小作農の耕地面積は、1927 ～ 1929 年は全体平均の 1.30 倍、1936




営面積は 1927 ～ 1929 年は平均の 72.6％にとどまったが、1936 ～ 1938
年では平均の 53.4％へとさらに縮小している。その結果、自小作農と小























　各農家階層の比重をみると、1922 ～ 1940 年の単純平均で日本は自作
農が 30.5％、自小作農が 42.2％、小作農が 27.3％であった。自小作農が
最も多く、自作農がそれに次ぎ、小作農が最も少ない。台湾では自作農
が 30.4％、自小作農が 30.6％、小作農が 39.1％であった。小作農が最も
多いが、それでも 40％を割っている。自作農と自小作農はほぼ拮抗して
いる。日本と対比すると小作農の比重が 10 ポイント以上高く、逆に自小
作農が 10 ポイント以上低い。これに対して朝鮮では自作農が 20.6％、自









　農家の経営規模別構成については日本が戦間期に 1 ～ 2 町歩層の比重






て朝鮮では当時の平均耕地面積の 3 分の 2 以下しかない 1 町歩未満層の
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年段階でも自作農の比重が最も高いが、1939 年以降は小作農が自小作農
を抜いて 2 番目に多くなっている（5））。
　農家の経営規模別構成では慶尚南道、全羅南道、江原道では 3 反～ 1
町歩未満層に収斂する傾向にある。これは、全羅南道（特に自小作農と
小作農）と慶尚南道（特に自作農と小作農）では主に 1 ～ 3 町歩未満層
の規模縮小によって、また江原道（特に自作農と小作農）では主に 3 反
未満層の規模拡大によって引き起こされている。また咸鏡南道の場合は
1 ～ 3 町歩未満層に収斂する傾向にあるが、これは全体ならびに自小作
農では主に 3 町歩以上層の規模縮小によって、また自作農と小作農では




































『朝鮮米穀要覧』には 1931 ～ 1938 年までの朝鮮全体と 1932 ～ 1938
年までの全 13 道の統計が掲載されている（ただし、ともに 1935 年は
収集していない。また 1933 年は農家階層別の 1 戸当たりの自作地・
小作地別面積だけが統計に掲載されている）。
（3）　台湾総督府殖産局『台湾農業年報』には階層別の農業人口が掲載さ
れているが、それによれば 1922 ～ 1924 年平均で農家 1 戸当たりの家
族数は 5.76 人で、そのうち自作農 6.05 人、自小作農 5.75 人、小作農 5.57
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人であった。自作農が最も多く、自小作農がそれに次ぎ、小作農が最
も少なかった。その後はいずれの農家階層も家族数は趨勢的に増加し、
1938 ～ 1940 年平均で 6.86 人で、そのうち自作農 6.69 人、自小作農 7.06
人、小作農 6.95 人となった。自小作農が最も多く、小作農がそれに次
ぎ、自作農は最も少なくなっている（同、1931 年版、1943 年版参照）。
なお朝鮮では 1922 ～ 1924 年平均で朝鮮人農家 1 戸当たりの家族数は
5.32 人で、台湾と比べて若干少ない（朝鮮総督府編『朝鮮総督府統計
年報』1924 年版、参照）。
（4）　山田三郎「台湾・朝鮮の農業生産」（溝口敏行・梅村又次編『旧日
本植民地経済統計―推計と分析－』東洋経済新報社、1988 年、所収）
参照。　
（5）　朝鮮総督府編『朝鮮総督府統計年報』1939 年版、1942 年版。
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